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要旨

現代の日本社会における健康問題の一つとして慢性的な運動不足があげられる。「健康日

本 21（第一次）」の最終報告（厚生労働省，2011）では，身体活動・運動分野の総評で「意

識的に運動を心がけている人の割合は増加したが，運動習慣者の割合は変わらなかった。」

と記述されている。第一次の健康日本 21では，健康診査の充実，保健医療機関の充実，保

健医療に関わるマンパワーの確保を目的とした，健康づくり支援のための環境整備が進め

られた。2013年に開始された「健康日本 21（第二次）」では，個人の健康習慣の増進を目

的としており，様々な健康習慣における目標が立てられている。健康に関する習慣の一つ

として，運動が大きな影響を与えることは多くの研究で示されている。さらに身体活動は

ポジティブ感情や well-being など肯定的な効果があることが示されている。2020年 3月以

降，日本における COVID-19の感染者が急増した。COVID-19の蔓延により外出が制限され，

従来の生活様式とは大きく異なった生活を強いられ、特に運動行動への影響が懸念された。

留学生においては、これまで指摘されているような留学ストレスに加え、母国への帰国

や大学での友人との交流も困難な状況が生じ、これまで以上に大きなストレスが生じてい

るのではないかと考えられた。

そこで本研究では，中国人留学生と日本人大学生のストレスと精神的健康について，運

動の実施とソーシャルサポートの視点から比較を行うことを目的とする。方法としては、

18〜30歳までの日本人および留学生の大学生・大学院生を対象とした。調査期間は 2021年

7月から 2021年 12月に行った。調査内容は、「年齢」，「性別」，「国籍」，「留学生期間」に

加え、尺度として「運動行動の変容段階尺度」、「運動セルフ・エフィカシー尺度」、「運動

ソーシャルサポート（人に関する項目）」、「運動ソーシャルサポート（デバイスに関する項

目）」、「生きがい意識尺度」、「心理的ストレス反応尺度」、「精神的健康度」を使用し調査を

行った。

その結果、182名の回答が得られた。運動行動と性差については日本人大学生と留学生は

健康維持・増進に必要とされる運動量や質を満たしている学生は少ないことが明らかにな

った。留学生と日本人学生および運動変容段階による心身の健康については、留学生と日

本人学生のストレス反応、精神的健康、生きがい感に有意な差は認められなかった。人的

ソーシャルサポートと自己効力感は運動頻度、運動時間、運動強度、運動量、変容ステー

ジと有意な正の相関がみられたことから、運動行動の促進には、人的サポートと自己効力

感が有効であることが明らかになった。一方、デバイスサポートはいずれの運動に関する

変数との有意な関連性は全体では認められなかったが、中国人留学生においてのみ運動行

動とデバイスによるサポートの有意な関係が示された。今後、日本においても様々な健康

促進のアプリやツールが開発され発展することで、人的サポートだけでなくデバイスによ

るサポートも健康行動促進の重要なサポート源になる可能性が考えられる。
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